
長野県地域医療構想と上伊那医療圏の
医療提供体制について

〜今後の診療連携体制の構築に向けて〜

資料１-１



高齢化による人口・疾病構造の変化



上伊那医療圏の今後の人口推移

○ 国立社会保障・人口問題研究所が2015年の国勢調査結果を基に行った、将来の人口推計
結果によると、上伊那医療圏の人口は2025年までに約1.5万人減少。その後も減少を続
け、2045年には約5.1万人減少の約13.3万人となる。

○ 一方で、高齢者人口は2040年頃まで増加を続け、高齢化率は2015年の約30%から、
2025年は約34%、2045年には約43%となることが予想される。

※国立社会保障・人口問題研究所 将来人口推計結果
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高齢化等による疾病構造の変化（全国の状況）
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○ 患者調査の結果によると、循環器系疾患の入院患者は減少し、神経系、肺炎等の疾患が
増加している。

○ 平均在院日数については、ほぼ全ての疾患で減少傾向にあり、入院の医療需要（延べ入
院患者）は減少傾向にある。がんについては、治療の主体が入院から外来へ移行したこと
などにより平均在院日数の短縮が顕著に生じている。

入院受療率
（人口10万対）

平均在院日数



長野県地域医療構想について



都
道
府
県

○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。
※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療

需要と病床の必要量を推計
・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

（機能が
見えに
くい）

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、
「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択

地域医療構想とは



○ 地域医療構想の推進にあたっては、４機能ごとの2025年の病床数の推計値（地域医療構
想）と病床機能報告における４機能ごとの報告結果を比較した上で進める。

○ ただし、地域医療構想と病床機能報告の４医療機能ごとの基準は異なることに留意が必要
地域医療構想 病床機能報告

高度急性
期

○ 医療資源投入量＊が 3,000 点以上 ○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能
※高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生
児集中治療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、
総合周産期集中治療室であるなど、急性期の患者に対
して診療密度が特に高い医療を提供する病棟

急性期

○ 医療資源投入量が 600〜3,000 点・医療資
源投入量が 175〜600 点だが、早期リハビリ
テーション加算を算定し、かつリハビリ分の
点数を加えた医療資源投入量が 600 点以上
〇 正常分娩

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

回復期

○ 医療資源投入量が 175〜600 点・医療資
源投入量が 175 点未満だが、リハビリ分の
点数を加えると 175 点以上

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療や
リハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨
折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的と
したリハビリテーションを集中的に提供する機能（回
復期リハビリテーション機能）。

○ 回復期リハビリテーション病棟

慢性期

○ 障害者施設、特殊疾患病棟 ○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意
識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病患
者等を入院させる機能

○ 療養病床（介護療養含む）の一部

地域医療構想及び病床機能報告における４医療機能

＊医療資源投入量：入院基本料相当
分とリハビリテーション料の点数を
除いた診療報酬点数



地域医療構想における将来推計は患者数をベースに将来の病床の必要量を出しているのに対し、病床機能報告制
度では様々な病期の患者が混在する病棟について最も適する機能１つを選択して報告する仕組みである。例えば回
復期機能は、「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能」を指すも
のであり、当該機能を主として担う病棟が報告されるものであるから、単に回復期リハビリテーション病棟入院料
等を算定している病棟のみを指すものではない。

しかしながら、この点の理解が不十分であるために、これまでの病床機能報告では、主として「急性期を経過し
た患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能」を有する病棟であっても、急性期機能や
慢性期機能と報告されている病棟が一定数存在することが想定される。

また、実際の病棟には様々な病期の患者が入院していることから、主として急性期や慢性期の機能を担うものと
して回復期機能以外の機能が報告された病棟においても、急性期を経過した患者が一定数入院し、在宅復帰に向け
た医療やリハビリテーションが提供されていたり、在宅医療の支援のため急性期医療が提供されていたりする場合
があると考えられる。また、回復期機能が報告された病棟においても、急性期医療が行われている場合がある。

これらを踏まえると、現時点では、全国的に回復期を担う病床が大幅に不足し、必要な回復期医療を受けられな
い患者が多数生じている状況ではないと考えているが、病床機能報告の集計結果と将来の病床の必要量との単純な
比較から、回復期機能を担う病床が各構想区域で大幅に不足しているように誤解させる状況が生じていると想定さ
れる。

このため、今後は、各医療機関に、各病棟の診療の実態に即した適切な医療機能を報告していただくこと、ま
た、高齢化の進展により、将来に向けて回復期の医療需要の増加が見込まれる地域では、地域医療構想調整会議に
おいて、地域の医療機関の診療実績や将来の医療需要の動向について十分に分析を行った上で、機能分化・連携を
進めていただくことが重要と考えており、地域医療構想の達成に向けた取組等を進める上で、ご留意いただきた
い。

地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について

「地域医療構想・病床機能報告における回復期機能について」
（平成29年9月29日付け厚生労働省医政局地域医療計画事務連絡）抜粋



○ 地域医療構想では、４医療機能ごとの病床数の推計値のほか、仮定を置いた上で、入院医
療から在宅医療等への移行を含む、在宅医療等の2025年の需要も推計している。

○ 在宅医療等は、自宅だけでなく介護保険施設や老人ホーム等の施設での対応も含むものと
なっており、本県においては、単純に病床を削減し入院から在宅医療等への移行を進めるの
ではなく、介護保険適用の病床が介護保健施設等へ転換することで対応していくと整理

地域医療構想における在宅医療等の需要推計

【推計方法のイメージ】

現状
2013年

将来
2025年

医療資源投入
量175点未満
の患者

介護老人
保健施設

医療区分
１の７割

入院受
療率の
解消分

訪問診療

一般病床の入院需要 療養病床の入院需要 在宅医療等の需要

在宅医療等の需要
（上伊那医療圏：2,225人）



○ 2025年の病床数の推計値と平成27〜29年度の病床機能報告結果の推移は以下のと
おり。平成27年度以降の回復期病床の増加の要因は、回復期リハビリテーション病棟
及び地域包括ケア病棟の整備による病床機能の転換が主な理由となっている。

○ また、６年間後の慢性期機能の増加は、既存の急性期病棟を慢性期機能へ転換する
ことを検討しているもの。

2025年の病床数の推計値と病床機能報告結果の推移
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○ 平成27、29年度の病床機能報告結果における入院基本料ごと届出状況の推移及び平成
30年度の診療報酬改定後の関東信越厚生局への施設基準等の届出状況（5/1時点）は以下
の通り。

〇 平成27年度から平成29年度にかけて、回復期リハビリテーション病棟、地域包括ケア病
棟の整備が行われた。

平成29年度病床機能報告結果の状況１

病床機能報告（稼働病床） 地域医療構想
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地域医療構想の推進プロセス



（現状）
⃝ 地域医療再生事業により機能分化・連携が進んでいる構想区域。
⃝ 南北に長い地理的条件の中で、アクセスしやすい松本、諏訪圏域や飯
伊圏域へ患者が流出している構想区域。

（課題）
⃝ 人口１０万人当たりの病床数は県内で最も少なく、医療従事者数につ
いても医師が木曽圏域に次いで２番目に少なく、看護師は県内最少と
なっていることから、医療従事者の確保を図る。

⃝ 開業医の高齢化などにより往診、訪問診療などの負担が大きくなる
中、在宅医療・介護をいかに充実していくかが課題であり、住まいを
ベースとして在宅医療や介護を継続して提供できる体制を整え、地域
包括ケアシステムの充実を図る。

【上伊那構想区域の課題（長野県地域医療構想から抜粋）】

上伊那医療圏の課題



昨年度の調整会議での議論

議事事項 主な意見

第１回
（H29.10.23）

・病床数の必要量と病床機能
報告の関係性の整理
・急性期医療機関の疾患ごと
の役割分担の状況
・疾患ごとの将来需要推計
・在宅医療の実施状況
・患者の受療動向

・病床機能報告上の回復期へ
の転換は、診療内容は変わら
ず、病床機能の選択を変えた
だけの場合もあるので注意が
必要
・正看護師が不足している。
定着率を上げるためには、地
元での育成体制の整備が必要

第２回
（H29.12.18）

・新公立病院改革プラン
・総合確保基金事業
・医療と介護の協議の場

・介護医療院への転換見込に
ついては、報酬改定の詳細が
出た後の影響を確認すること
が必要



地域医療構想の実現プロセス

１． まず、医療機関が「地域医療構想調整会議」で協議を行い、機能分化・連携を進める。都道府県は、地域医
療介護総合確保基金を活用。

２． 地域医療構想調整会議での協議を踏まえた自主的な取組だけでは、機能分化・連携が進まない場合には、
医療法に定められた都道府県知事の役割を適切に発揮。

STEP1   地域における役割分担の明確化と将来の
方向性の共有を「地域医療構想調整会議」で協議

個々の病院の再編に向け、各都道府県での「調整会議」
での協議を促進。

① 救急医療や小児、周産期医療等の政策医療を担う
中心的な医療機関の役割の明確化を図る

② その他の医療機関について、中心的な医療機関が
担わない機能や、中心的な医療機関との連携等を
踏まえた役割の明確化を図る

STEP２「地域医療介護総合確保基金」により支援

都道府県は、「地域医療介護総合確保基金」を活用し
て、医療機関の機能分化・連携を支援。

・病床機能の転換等に伴う施設整備・設備整備の補助
等を実施。

STEP３ 都道府県知事による適切な役割の発揮

都道府県知事は、医療法上の役割を適切に発揮し、機
能分化・連携を推進。

【医療法に定められている都道府県の権限】
① 地域で既に過剰になっている医療機能に転換しようとす

る医療機関に対して、転換の中止の命令（公的医療機関

等）及び要請・勧告（民間医療機関）

② 協議が調わない等の場合に、地域で不足している医療
機能を担うよう指示（公的医療機関等）及び要請・勧告（民間
医療機関）

③ 病院の開設等の許可申請があった場合に、地域で不足
している医療機能を担うよう、開設等の許可に条件を付
与

④ 稼働していない病床の削減を命令（公的医療機関等）及び
要請・勧告（民間医療機関）

※ ①～④の実施には、都道府県の医療審議会の意見を聴く等の手
続きを経る必要がある。

※ 勧告、命令、指示に従わない医療機関には、医療機関名の公表
や地域医療支援病院の承認の取消し等を行うことができる。

将
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１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

地域医療構想を策定

(平成29年３月31現在、全ての都道府県で策定済)

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「地域医療構想調整会議」の開催

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 医療介護総合確保基金を都道府県に設置

医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○　人/日 ○○○　病床

急性期 □□□　人/日 □□□　病床

回復期 △△△　人/日 △△△　病床

慢性期 ▲▲▲　人/日 ▲▲▲　病床

2025年（推計）

公立病院改革の推進

医療介護総合確保推進法（H27年4月施行）

に基づく取組（厚生労働省）

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕

70.3% 

53.6% 

29.7% 

46.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度

25年度

≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院

・再編等の結果、公立病院数は減少
H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６９病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

・民間譲渡・診療所化 ５０病院

【赤字】 【黒字】
（予定含む数）

１ 新公立病院改革プランの策定を要請
（１) 策定時期：地域医療構想の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し
（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置
再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）
○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定
○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

 「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請。
 平成29年3月31日現在で新公立病院改革プランを策定済の病院は800（全体の92.7％）。
 医療提供体制の改革と連携して公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

・経常収支比率等の数値目標を設定

・地方独立行政法人化等を推進

経営の効率化

経営形態の見直し

公立病院改革ガイドライン（H19年12月）に基づくこれまでの取組の成果

連携

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

再編・ネットワーク化



公的医療機関等２０２５プラン

○ 公的医療機関※、共済組合、健康保険組合、国民健康保険組合、地域医療機能推進機構、国立病院機構及び労働者健
康安全機構が開設する医療機関、地域医療支援病院及び特定機能病院について、地域における今後の方向性について
記載した「公的医療機関等２０２５プラン」を作成し、策定したプランを踏まえ、地域医療構想調整会議においてそ
の役割について議論するよう要請。 ※新公立病院改革プランの策定対象となっている公立病院は除く。

【基本情報】
・医療機関名、開設主体、所在地 等

【現状と課題】
・構想区域の現状と課題
・当該医療機関の現状と課題 等

【今後の方針】
・当該医療機関が今後地域において担うべき役割 等

○ 各医療機関におけるプランの策定過程においても、地域の関係者からの意見を聴くなどにより、構想区域ごとの医療提供体制と整合的なプラン
の策定が求められる。

○ 各医療機関は、プラン策定後、速やかにその内容を地域医療構想調整会議に提示し、地域の関係者からの意見を聴いた上で、地域の他の医療機
関との役割分担や連携体制も含め、構想区域全体における医療提供体制との整合性をはかることが必要。地域医療構想調整会議における協議の
方向性との齟齬が生じた場合には、策定したプランを見直すこととする。

○ さらに、上記以外の医療機関においても、構想区域ごとの医療提供体制の現状と、現に地域において担っている役割を踏まえた今後の方針を検
討することは、構想区域における適切な医療提供体制の構築の観点から重要である。まずは、それぞれの医療機関が、自主的に検討するととも
に、地域の関係者との議論を進めることが望ましい。

【具体的な計画】
・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する事項

（例）・４機能ごとの病床のあり方について
・診療科の見直しについて 等

・当該医療機関が今後提供する医療機能に関する、具体的な数値目標
（例）・病床稼働率、手術室稼働率等、当該医療機関の実績に関する項目

・紹介率、逆紹介率等、地域との連携に関する項目、人件費率等、
経営に関する項目 等

記載事項

留意点

○救急医療や災害医療等の政策医療を主として担う医療機関：平成29年９月末
（３回目の地域医療構想調整会議で議論）

○その他の医療機関：平成29年12月末 （４回目の地域医療構想調整会議で議論）

策定期限
４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月

病床機能報告等の
データ等を踏まえ、
各医療機関の役割
を明確化

医療機能、事業等
ごとの不足を補うた
めの具体策を議論

各役割を担う医療
機関名を挙げ、機
能転換等の具体策
の決定

具体的な医療機関
名や進捗評価指標、
次年度基金の活用
等を含む取りまとめ

●地域医療構想調整会議の議論のサイクル

約810病院
対象病院数



上伊那医療圏の医療提供の状況



【休日受診】
Ｎ＝11,107

【夜間・時間外】
Ｎ＝11,522

【救急車受入】
Ｎ＝5,209

出典：平成29年度病床機能報告結果

上伊那医療圏の救急医療の実施状況

○ 以下は、平成29年度病床機能報告の結果から、救急医療の実施状況の医療圏内
シェアを示したもの。

○ 休日受診は、伊那中央病院（63％）、昭和伊南総合病院（14％）、斉藤診療
所（9％）及び辰野病院（6％）の割合が多く、夜間・時間外の対応も、同様と
なっている。

○ 救急車の受入は、伊那中央病院（49％）、昭和伊南総合病院（36％）が主た
る役割を担っている。

伊那中央病院
（6,950件、63%）

昭和伊南病院
（1,605件、14%）

斉藤診療所
（971件、9%）

辰野病院
（618件、6%） 伊那中央病院

（5,266件、46%）

昭和伊南病院
（3,202件、28%）

辰野病院
（1,299件、11%）

斉藤診療所
（1,322件、１２%）

伊那中央病院
（2,536件、49%）

昭和伊南病院
（1,901件、36%）

辰野病院
（398件、8%）
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上伊那医療圏のDPC病院の診療実績

○ 厚生労働省の「平成28年度DPC導入の影響評価に関する調査」によると、辰野病院、
上伊那生協病院においては、肺炎、白内障等の疾患に対応

○ 昭和伊南総合病院は、狭心症・慢性虚血性心疾患及び心不全の循環器疾患の他、消化
器系の悪性腫瘍に対応。伊那中央病院は、総合的に各種の疾患に対応している。

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

伊那中央病院

昭和伊南総合病院

上伊那生協病院

辰野病院

神経 眼 耳鼻 呼吸器 循環器 消化器 金骨格 皮膚 乳房 内分泌 腎・尿路 周産期 血液 新生児 外傷 その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

伊那中央病院

昭和伊南総合病院

上伊那生協病院

辰野病院

神経 眼 耳鼻 呼吸器 循環器 消化器 金骨格 皮膚 乳房 内分泌 腎・尿路 周産期 血液 新生児 外傷 その他

件数

構成比

出典：平成28年度DPC調査



医療介護連携の状況（関連レセプトの発生状況）

○ 診療行為の充足状況を測る指標「SCR(Standardized Claim data Ratio)」による、上伊那
医療圏の医療介護連携に関する状況

○ SCRが100が超えていれば、その診療行為は全国平均に比べて充足していると考えられる。
なお、SCRは医療機関所在地における集計であることに注意（隣の市町村に訪問診療に行っ
た場合、医療機関の所在する市町村のSCRとして集計される。）

指標名 区分 上伊那 伊那市 駒ヶ根市 辰野町 箕輪町 飯島町 南箕輪村 中川村 宮田村

入院機関との退院時カンファレンス開催 全体 204.8 112.2 813.8 10.5 ー 191.4 ー 126.9 58.3 

病院従事者が退院前に患者宅を訪問し指導 入院 21.9 11.7 24.9 72.6 34.6 ー ー ー ー

入院機関とケアマネジャーとの連携 入院 107.6 163.4 135.5 82.0 89.7 ー ー ー ー

病院が患者に対し、退院支援・調整を実施 入院 109.5 236.2 74.5 20.8 ー ー 62.3 ー ー

医療機関、訪看、歯科、薬局間の情報共有ネットワーク 外来 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

患家における多職種でのカンファレンス 外来 8.8 ー ー ー ー 141.1 ー ー ー

訪問薬剤指導の実施 外来 536.7 1,406.8 ー ー ー ー ー ー ー

訪問栄養指導の実施 外来 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

往診 全体 106.1 78.9 190.6 23.7 141.2 151.4 12.5 286.8 74.3 

緊急往診 全体 110.4 95.2 137.1 14.0 202.0 41.2 28.8 269.5 255.5 

訪問診療（同一建物） 外来 63.9 24.8 220.5 20.2 112.3 ー ー ー ー

訪問診療（特定施設） 外来 38.6 7.6 25.4 2.4 153.0 ー ー 405.5 ー

訪問診療（居宅） 外来 103.4 73.1 156.5 52.4 169.7 80.7 4.7 12.9 359.9 

訪問看護提供 外来 215.0 112.6 819.4 29.2 37.1 ー 50.9 166.0 245.5 

訪問看護指示 全体 108.7 51.7 167.9 24.1 338.7 124.5 31.4 153.7 37.5 

ターミナルケア提供 外来 107.0 37.2 187.3 ー 196.3 ー 40.7 653.6 312.3 

看取り 全体 87.9 30.0 141.4 ー 172.7 ー ー 594.1 284.3 

在宅リハビリテーションの提供 外来 77.8 ー ー ー 583.6 ー ー ー ー

療養病床における急性期や在宅からの患者受付 入院 55.4 66.5 ー ー 252.4 ー ー ー ー

在宅療養中の患者の緊急入院を受け入れ 入院 52.9 80.1 71.1 ー 79.9 ー ー ー ー

低 高 H28NDB



医療介護連携の状況（病院が提供する在宅医療）

○ 急性期病院においても、在宅医療が必要な退院患者に対し、他施設が在宅医療を提供しな
い場合は、自らが在宅医療を提供する場合がある。

○ 一方で、在宅医療は必要だが、退院後の在宅療養の実施方法等が不明となっている場合も
存在している。

医療機能
退院患者数
【1か月間】

在宅医療不要
自院が在宅医
療を提供

他施設が在宅
医療を提供

在宅医療の実
施予定が不明

退院患者数
【1年間】

在宅医療不要
自院が在宅医
療を提供

他施設が在宅
医療を提供

在宅医療の実
施予定が不明

伊那中央病院

高度急性期機能 1 1 0 0 0 8 8 0 0 0
高度急性期機能 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
高度急性期機能 103 101 0 2 0 1346 1274 17 55 0
高度急性期機能 159 159 0 0 0 1866 1866 0 0 0
高度急性期機能 6 4 0 2 0 102 97 1 4 0
高度急性期機能 1 1 0 0 0 27 27 0 0 0
高度急性期機能 28 28 0 0 0 310 305 1 4 0
急性期機能 79 76 0 1 2 957 898 13 42 4
急性期機能 88 83 2 3 0 1071 1031 17 20 3
急性期機能 90 82 1 7 0 1162 1092 24 46 0
急性期機能 64 64 0 0 0 765 763 2 0 0
急性期機能 102 100 0 2 0 1269 1253 3 12 1
急性期機能 50 49 0 1 0 722 701 5 16 0
回復期機能 20 19 1 0 0 289 283 1 5 0

昭和伊南総合病院

高度急性期機能 12 12 0 0 0 134 134 0 0 0
急性期機能 82 80 2 0 0 946 924 10 12 0
急性期機能 38 37 1 0 0 393 386 2 5 0
急性期機能 68 67 0 1 0 847 840 5 2 0
急性期機能 50 50 0 0 0 612 597 5 10 0

昭和伊南総合病院
回復期機能 36 34 2 0 0 379 356 9 14 0
回復期機能 12 12 0 0 0 116 112 4 0 0

辰野病院
回復期機能 41 22 0 15 4 482 365 0 79 38
回復期機能 24 15 0 7 2 542 367 0 134 41

仁愛病院

急性期機能 83 67 4 12 0- - - - -
慢性期機能 3 2 0 1 0- - - - -
慢性期機能 17 17 0 0 0- - - - -

上伊那生協病院

急性期機能 26 18 7 1 0- - - - -
回復期機能 21 19 2 0 0- - - - -
慢性期機能 55 33 19 3 0- - - - -

田中病院 慢性期機能 7 3 1 3 0 161 62 64 33 2
前澤病院 急性期機能 43 37 4 2 0- - - - -



医療機能分化連携に向けた県の取組等



国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

交付
提出

交付
提出

申請

上伊那医療圏における実施事業一覧（Ｈ29）

１地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設設備整備に関する事業
（主な事業）
・病床機能分化・連携基盤整備事業

伊那中央病院 事業費 900千円
回復期リハビリ病床への転換に伴う、多目的ルーム等の整備

２居宅等における医療の提供に関する事業
（主な事業）
・在宅医療設備整備事業
伊那中央病院 事業費 722千円

訪問看護用車両の整備

・訪問看護師育成・強化事業
伊那中央病院 事業費 400千円
認定看護師（皮膚・排泄ケア）１名の養成

・在宅歯科保健医療研修事業
上伊那歯科医師会 事業費 370千円
訪問歯科検診のための研修会等の実施

３医療従事者の確保に関する事業
（主な事業）
・病床機能転換に係る看護体制強化事業

町立辰野病院 事業費 375千円
認定看護師（認知症看護）１名の養成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従
事者の確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急
務の課題。

○ このため、平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金） を創設し、各
都道府県に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

地域医療介護総合確保基金（医療分）



地域医療人材ネットワーク構築支援事業 平成30年度要求額 71,341千円
（ 一財 46,620千円、地域医療介護総合確保基金 24,721千円 ）

地域医療人材拠点病院による人材育成・診療支援

【対象】
・東京都内勤務
・40〜50歳
・内科、外科、救急

医師確保に関する取組の総合的な実施により、若手医師やミドル・シニアドクターを「地域医療人材拠点病院」へ集約化するとともに、それ
らの人材を活用した地域の医師不足病院を支援するためのネットワークを構築する。加えて、医学生や研修医、医師の世代や病院間を超え
た、地域での「縦・横」のネットワークを一層強化することによる県内定着率の向上、就業促進を図り、医師不足・偏在の解消に努める。

事業の目的

医学生・研修医・医師のネットワーク構築支援

ターゲットメール等による情報発信

臨床研修指定病院等合同説明会

民
間
会
社

メール 登録

長
野
県

ド
ク
タ
ー
バ
ン
ク

小規模
病院等

小規模
病院等

小規模
病院等

拠点病院から小規模
病院への医師派遣等
の診療支援、研修医
等の確保・養成に要
する経費等に対し、
補助

【補助額】
基準額：2,500千円
加算額：
派遣日数や派遣地域
に応じて加算

 拠点病院 ・病床数が概ね400床以上または常勤医師が概ね70名以上
・後期研修医が概ね10名以上

 小規模病院等 ・地域医療を担い、病床数が概ね200床以下で、医師不足が深刻な
中小病院及び診療所

（１）臨床研修医対象
・県内の他、東京、金沢等
で合同説明会の開催
（２）専門研修医対象
・県内で新専門研修プロ
グラム合同説明会の開催

・研修医の育成に取組む
医師による講演
・県内医師による長野県
で勤務する魅力を発表
・自院における取組事例
の発表 等

（(再掲)予算4,321千円）

[予算17,088千
円]

[予算1,452千円]

（(再掲)予算 48,480千円）

拠点病院（11病院想定）
拠点病院から小規
模病院への診療支
援を促進

県から拠点病院へ
医師を紹介
（※紹介見込数８
名）

県
内
で
働
く

臨
床
・
専
門

研
修
医
の
確
保

県
内
へ
の
定
着
促
進

拠
点
病
院
等
の
研
修
医
・

医
師
の
確
保
を
支
援

拠点病院に補助
補助内容

病院
勤務医

初期・後
期研修医

医学生

長野県

※ 研修医等を確保する取組により、拠点病院となり得る病院を増やすことが可能

※幅広い診療能力の養成

※住環境や教育環境の良さをPR
「信州首都圏総合活動拠点」と連
携した移住促進

地域医療人材拠点病院支援事業 [予算52,801千円]







１．医師少数区域等で勤務した医師を評価する制度の創設【医療法】
医師少数区域等における一定期間の勤務経験を通じた地域医療への知見を有する医師を厚生労働大臣が評価・認定す

る制度の創設や、当該認定を受けた医師を一定の病院等の管理者として評価する仕組みの創設
２．都道府県における医師確保対策の実施体制の強化【医療法】

都道府県においてPDCAサイクルに基づく実効的な医師確保対策を進めるための「医師確保計画」の策定、都道府県
と大学等が必ず連携すること等を目的とした「地域医療対策協議会」の機能強化、効果的な医師の配置調整等のための
地域医療支援事務の見直し 等

３．医師養成過程を通じた医師確保対策の充実【医師法、医療法】
医師確保計画との整合性の確保の観点から医師養成過程を次のとおり見直し、各過程における医師確保対策を充実
・医学部：都道府県知事から大学に対する地域枠・地元出身入学者枠の設定・拡充の要請権限の創設
・臨床研修：臨床研修病院の指定、研修医の募集定員の設定権限の国から都道府県への移譲
・専門研修：国から日本専門医機構等に対し、必要な研修機会を確保するよう要請する権限の創設

国及び都道府県から日本専門医機構等に対し、地域医療の観点から必要な措置の実施を意見する仕組み
の創設 等

４．地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応【医療法】
外来医療機能の偏在・不足等の情報を可視化するため、二次医療圏を基本とする区域ごとに外来医療関係者による協

議の場を設け、夜間救急体制の連携構築など地域における外来医療機関間の機能分化・連携の方針と併せて協議・公表
する仕組みの創設

５．その他【医療法等】
・地域医療構想の達成を図るための、医療機関の開設や増床に係る都道府県知事の権限の追加
・健康保険法等について所要の規定の整備 等

医療法及び医師法の一部を改正する法律案の概要

地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、都道府県の医療計画における医師の確
保に関する事項の策定、臨床研修病院の指定権限及び研修医定員の決定権限の都道府県への移譲等の措置を講ずる。

改正の趣旨

平成31年４月１日。（ただし、２のうち地域医療対策協議会及び地域医療支援事務に係る事項、３のうち専門研修に係
る事項並びに５の事項は公布日、１の事項及び３のうち臨床研修に係る事項は平成32年４月１日から施行。）

施行期日

改正の概要



○ 現在、都道府県知事に付与されている地域医療構想
達成のための権限のみでは、人口の減少が進むこと等
により、将来の病床数の必要量が既存病床数を下回る
場合に、申請の中止や申請病床数の削減を勧告などを
することができない状況にある。

地域医療構想を推進するため、構想区域において既存病床数が既に将来の病床数の必要量に達している場合には、
当該構想区域に医療機関の新規開設、増床等の許可の申請があっても、必要な手続を経た上で、都道府県知事が許可
を与えないこと（民間医療機関の場合には勧告）ができることとし、勧告を受けた民間医療機関の病床については、
厚生労働大臣が、保険医療機関の指定をしないことができる旨規定する。（公布日施行）

○ 地域医療構想が全国で確実に達成されるよう、都道府県知事等の権限を追加し、構想区域において既存病床数が既
に将来の病床数の必要量に達している場合には、当該構想区域に医療機関の新規開設、増床等の許可の申請があった
場合に、必要な手続を経た上で、都道府県知事が所要の対応を図る等の対応を図ることが適当。

基本的な考え方

法案の内容（医療法・健康保険法改正）

現 状

追加的な整備が可能なケース

基準
病床数

既存
病床数

病床数の
必要量
（2025）

現行制度では

追加増床が可能

今後の対応

新規開設、

増床等の申請

都道府県知事が
許可を与えない
こと（民間医療
機関の場合には
勧告）ができる

地域医療構想の達成を図るための都道府県知事等の権限の追加



上伊那医療圏の医療提供体制の充実に向けた視点

１ 今後想定される人口・疾病構造の変化に伴う課題

〇 上伊那医療圏全体の人口は減少するものの、高齢者人口は今後も増加し続け
る。
〇 高齢化により増加することが考えられる、肺炎、外傷等のいわゆる軽症急性期
（サブアキュート）の需要は地域医療構想の需要推計上、回復期の需要として推
計されている。

〇 また、高齢者の方々は、住まいを介護保険施設としている場合も多く、医療介
護連携の中で、自宅だけでなく介護保険施設も含めた、軽傷急性期の医療アクセ
スを検討していく必要がある。

２ 対応の視点

〇 高齢者の軽症急性期需要に対応する医療機能として、総合確保基金を活用し
た、地域包括ケア病棟の整備や、地域医療人材拠点病院支援事業による診療連
携を通じて、二次救急の医療提供体制のあり方を地域で検討していくことが必
要ではないか。

〇 その際は、地域医療構想における回復期機能への転換や充実の観点で、民間
医療機関においても、公立病院との役割分担のもと、今後の対応方針を検討し
ていくことが必要ではないか。


